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議案第１２６号

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正す

る条例

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条例第６５号

）の一部を次のように改正する。

別表第２の１の項中「準生活保護関係情報」を「外国人生活保護関係情報」に改

め、同表２の項中「準生活保護関係情報又は」を削り、同表４の項中「準生活保護

関係事務」を「外国人生活保護関係事務」に改め、同表５の項中「準生活保護関係

情報又は」を削り、同表６の項から９の項まで及び１１の項から１９の項までの規

定中「準生活保護関係情報」を「外国人生活保護関係情報」に改め、同表２０の項

中「準生活保護関係情報又は」を削り、同表２２の項及び２３の項中「準生活保護

関係情報」を「外国人生活保護関係情報」に改め、同表２４の項及び２５の項中「

準生活保護関係情報又は」を削り、同表２７の項及び２８の項中「準生活保護関係

情報」を「外国人生活保護関係情報」に改め、同表２９の項から３３の項までの規

定中「準生活保護関係情報又は」を削り、同表３４の項中「準生活保護関係情報」

を「外国人生活保護関係情報」に改める。

別表第３の２の項中「準生活保護関係事務」を「外国人生活保護関係事務」に改

め、同表４の項中「準生活保護関係情報」を「外国人生活保護関係情報」に改め、

同表中５の項を削り、６の項を５の項とする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１２７号

川口市認可地縁団体印鑑条例の一部を改正する条例

川口市認可地縁団体印鑑条例（平成６年条例第１４号）の一部を次のように改正

する。

第２条第１項第１号中「）第１９条第１項第１号へ」を「。以下「省令」という。

）第１８条の３第１項第６号」に改める。

第６条中「第２６０条の２第１１項」の次に「又は省令第１８条の３第７項」を

加える。

第１０条中「。以下同じ」を削る。

附 則

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１２８号

川口市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例

川口市放課後児童クラブ条例（昭和４１年条例第１２号）の一部を次のように改

正する。

第４条第１項第２号を次のように改める。

(2) 小学校が授業を行わない日 午前８時から午後６時３０分まで

附 則

この条例は、令和９年４月１日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１２９号

川口市が設置する一般廃棄物処理施設及び川口市から委託を受けて非常災害

により生じた廃棄物の処分を行うための一般廃棄物処理施設に係る生活環境

影響調査結果の縦覧等の手続に関する条例の一部を改正する条例

川口市が設置する一般廃棄物処理施設及び川口市から委託を受けて非常災害によ

り生じた廃棄物の処分を行うための一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結

果の縦覧等の手続に関する条例（平成１０年条例第５７号）の一部を次のように改

正する。

題名を次のように改める。

川口市一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関

する条例

第１条中「第３条第１項及び第５条第１項」を「第４条第１項及び第６条第１項

」に、「第９条の３の３第２項（同条第３項」を「第９条の３の３第３項（同条第

４項又は第５項」に改め、「第９条の３の３第１項」の次に「若しくは第２項」を

加え、「第９条の３の３第３項」を「第９条の３の３第４項又は第５項」に、「市

から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者（以下「災害廃棄物処分

受託者」という。）」を「非常災害廃棄物処理受託者等」に改める。

第１０条を第１１条とする。

第９条第１項中「第３条第１項各号」を「第４条第１項各号」に改め、同条第２

項中「災害廃棄物処分受託者」を「非常災害廃棄物処理受託者等」に、「第３条第

２項各号」を「第４条第２項各号」に改め、同条を第１０条とする。

第８条第１項中「非常災害により生ずる廃棄物」を「非常災害廃棄物」に、「当

該廃棄物」を「当該非常災害廃棄物」に、「第４条第２項」を「第５条第２項」に、

「第６条第２項」を「第７条第２項」に改め、同条第２項中「災害廃棄物処分受託

者」を「非常災害廃棄物処理受託者等」に、「第６条第２項」を「第７条第２項」

に、「第６条第３項」を「第７条第３項」に改め、同条を第９条とする。

第７条中「第３条」を「第４条」に改め、同条を第８条とする。

第６条第１項第２号中「災害廃棄物処分受託者」を「非常災害廃棄物処理受託者

等」に改め、同条第２項中「第４条第２項」を「第５条第２項」に改め、同条第３
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項中「第４条第２項」を「第５条第２項」に、「災害廃棄物処分受託者」を「非常

災害廃棄物処理受託者等」に改め、同条第４項中「災害廃棄物処分受託者」を「非

常災害廃棄物処理受託者等」に改め、同条を第７条とする。

第５条第２項中「災害廃棄物処分受託者」を「非常災害廃棄物処理受託者等」に、

「第９条の３の３第２項」を「第９条の３の３第３項」に改め、同条を第６条とす

る。

第４条第１項第２号中「災害廃棄物処分受託者」を「非常災害廃棄物処理受託者

等」に改め、同条を第５条とする。

第３条第１項第４号中「一般廃棄物」の次に「（法第２条第２項に規定する一般

廃棄物をいう。次号において同じ。）」を加え、同条第２項中「災害廃棄物処分受

託者は」を「非常災害廃棄物処理受託者等は」に、「第９条の３の３第２項」を「

第９条の３の３第３項」に改め、同項第１号中「災害廃棄物処分受託者」を「非常

災害廃棄物処理受託者等」に改め、同条を第４条とする。

第２条第３号中「第９条の３の３第２項」を「第９条の３の３第３項」に改め、

同条を第３条とし、第１条の次に次の１条を加える。

（定義）

第２条 この条例において「非常災害廃棄物処理受託者等」とは、市の委託を受け

て法第２条の３第１項に規定する非常災害廃棄物（以下「非常災害廃棄物」とい

う。）（法第２条第３項に規定する特別管理一般廃棄物（以下この条において「

特別管理一般廃棄物」という。）であるものを除く。）の処分を行う法第６条の

２第３項に規定する非常災害廃棄物処理受託者若しくは同項後段に規定する非常

災害廃棄物処理再受託者若しくは同項後段の規定による処分の委託を受けた者又

は市の委託を受けて特別管理一般廃棄物である非常災害廃棄物の処分を行う同条

第５項に規定する特別管理非常災害廃棄物処理受託者若しくは同項後段に規定す

る特別管理非常災害廃棄物処理再受託者若しくは同項後段の規定による処分の委

託を受けた者をいう。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３０号

川口市景観形成条例の一部を改正する条例

川口市景観形成条例（平成１９年条例第２６号）の一部を次のように改正する。

第１０条中「第１６条第７項第１１号」を「第１６条第８項第１２号」に改める。

附 則

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３

号）の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか遅い日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３１号

川口都市計画事業芝東第５土地区画整理事業施行規程等の一部を改正する条

例

（川口都市計画事業芝東第５土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第１条 川口都市計画事業芝東第５土地区画整理事業施行規程（昭和５４年条例第

１６号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業芝東第６土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第２条 川口都市計画事業芝東第６土地区画整理事業施行規程（昭和５９年条例第

６４号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業芝東第４土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第３条 川口都市計画事業芝東第４土地区画整理事業施行規程（平成元年条例第１

３号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業石神西立野特定土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第４条 川口都市計画事業石神西立野特定土地区画整理事業施行規程（平成６年条

例第２１号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業芝東第３土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第５条 川口都市計画事業芝東第３土地区画整理事業施行規程（平成７年条例第１

５号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業安行藤八特定土地区画整理事業施行規程の一部改正）
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第６条 川口都市計画事業安行藤八特定土地区画整理事業施行規程（平成７年条例

第１６号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業新郷東部第２土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第７条 川口都市計画事業新郷東部第２土地区画整理事業施行規程（平成９年条例

第４６号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業里土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第８条 川口都市計画事業里土地区画整理事業施行規程（平成２３年条例第１２６

号）の一部を次のように改正する。

第２４条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に、「清算金」を「清算

金の額」に改める。

（川口都市計画事業芝中央沿道第１土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第９条 川口都市計画事業芝中央沿道第１土地区画整理事業施行規程（平成２９年

条例第９８号）の一部を次のように改正する。

第２２条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に改める。

（川口都市計画事業芝中央沿道第２土地区画整理事業施行規程の一部改正）

第１０条 川口都市計画事業芝中央沿道第２土地区画整理事業施行規程（令和６年

条例第５４号）の一部を次のように改正する。

第２２条中「第９１条第４項」を「第９１条第３項」に改める。

附 則

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３

号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日又はこの条例の公布の日のいずれか

遅い日から施行する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３２号

川口市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

川口市消防団員等公務災害補償条例（昭和３２年条例第７号）の一部を次のよう

に改正する。

第１５条中「３１５，０００円」を「３３０，０００円」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の川口市消防団員等

公務災害補償条例（以下「新条例」という。）の規定は、令和８年４月１日から

適用する。

（経過措置）

２ 新条例の規定は、令和８年４月１日（以下「適用日」という。）以後に支給す

べき事由の生じた川口市消防団員等公務災害補償条例第５条第７号に規定する葬

祭補償（以下「葬祭補償」という。）について適用し、適用日前に支給すべき事

由の生じた葬祭補償については、なお従前の例による。

３ 適用日以後に支給すべき事由の生じた葬祭補償であって、この条例による改正

前の川口市消防団員等公務災害補償条例（以下「旧条例」という。）第１５条の

規定による金額により支給されたもの又は旧条例附則第６条の規定による金額に

より支給されたもの（その額が６６０，０００円未満であるものに限る。）の支

払は、新条例第１５条の規定による金額により支給されるべき葬祭補償の内払と

みなす。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子

- 9 -



議案第１３３号

財産の取得について

次のとおり財産を取得するため、川口市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例第３条の規定により議決を求める。

記

１ 財 産 の 種 別 ＧＩＧＡスクール端末

２ 納 入 場 所 川口市青木２丁目１番１号

３ 納 入 者 東京都江東区東陽２丁目３番２５号

株式会社内田洋行営業支援統括グループ

取締役常務執行役員営業支援統括グループ統括

小 柳 諭 司

４ 数 量 １４，０５０台

５ 取 得 価 格 ６５８，３８３，０００円

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３４号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

蕨市在住 Ａ氏

さいたま市在住 Ｂ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求

めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

- 11 -



(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３５号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｃ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求

めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３６号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｄ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求

めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３７号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｅ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求

めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３８号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｆ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うものである。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求

めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１３９号

訴えの提起について

一般被保険者返納金に係る支払督促の申立てについて、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

川口市在住 Ｇ氏

２ 事件の内容

上記の者は、一般被保険者返納金について、支払いを求める電話や催告書等に

よる再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金

銭の支払い等を求め、支払督促及び仮執行宣言付支払督促の申立てを行うもので

ある。

その際、この督促に対し債務者が異議の申立てを行った場合には、民事訴訟法

（平成８年法律第１０９号）第３９５条の規定により訴訟に移行するため、また、

支払督促の送達が不能である場合又は本議案の議決後に債務者が居所不明となっ

た場合若しくは川口簡易裁判所、さいたま簡易裁判所、越谷簡易裁判所、大宮簡

易裁判所及び東京簡易裁判所が管轄する住所地以外の住所に住所を移した場合に

は訴訟を提起するため、あらかじめ地方自治法第９６条第１項第１２号の規定に

より議決を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 債務者に対し一般被保険者返納金の支払いを求めるもの

(2) 債務者に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から一般被保険者返納金を完納する旨の申入れがあり、かつ、その

履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４０号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

群馬県伊勢崎市在住 Ｈ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求め

るもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４１号

訴えの提起について

奨学資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

栃木県栃木市在住 Ｉ氏

Ｊ氏

２ 事件の内容

上記の者は、奨学資金貸付金について、返還を求める電話や催告書等による再

三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し当該債権等に係る金銭の支

払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し奨学資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求め

るもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から奨学資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４２号

訴えの提起について

福祉資金貸付金回収金の請求に関し、訴えを提起するため、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１２号の規定により次のとおり議決を求める。

１ 相手方

狭山市在住 Ｋ氏

２ 事件の内容

上記の者は、住宅資金として借り入れた福祉資金貸付金について、返還を求め

る電話や催告書等による再三の催告に応じなかった。そこで、当該債務者に対し

当該債権等に係る金銭の支払い等を求めるものである。

３ 請求の要旨

(1) 被告に対し福祉資金貸付金回収金及びこれに係る遅延損害金の支払いを求め

るもの

(2) 被告に対し訴訟費用の負担を求めるもの

(3) 仮執行の宣言を求めるもの

４ 事件の取扱い

(1) 上記の者から福祉資金貸付金回収金を完納する旨の申入れがあり、かつ、そ

の履行が見込まれる場合は、和解するものとする。

(2) 第１審又は第２審の判決の結果必要と認めた場合は、上訴するものとする。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４３号

和解契約の締結について

川口駅西口地下公共駐車場内の漏水により車両が汚損した事故について、次のと

おり和解するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１２

号の規定により議決を求める。

１ 相手方

川口市在住

男 性 ６３歳

２ 和解条項

(1) 川口市は、上記の者に対し、本件事故における解決金として金１，３２０，

９２４円の支払義務があることを認め、これを令和８年１０月末日限り、上記

の者が指定する口座に振り込む方法により支払う。なお、振込手数料は、川口

市の負担とする。

(2) 上記の者は、川口市に対し、本件事故に関し、前項に定めるもののほか、名

目のいかんを問わず一切の請求権を放棄する。

(3) 川口市及び上記の者は、川口市と上記の者との間には、本件事故に関し、本

和解条項に定めるもののほか、何らの債権債務のないことを相互に確認する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４４号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

新 郷
大字東本郷字峯岸1173番30地先 大字東本郷字峯岸1173番35地先 5.0 69.0

第358-1号線

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４５号

市道路線の認定について

次の市道路線を認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２

項の規定により議決を求める。

記

重 要 な
路 線 名 起 点 終 点 幅 員 延 長

経 過 地 （ｍ） （ｍ）

鳩 ヶ 谷
大 字 辻 字 沼 田 8 1 番 1 6 地 先 大 字 辻 字 沼 田 8 1 番 3 地 先 4.0 66.5

第879-1号線

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４６号

令和７年度川口市一般会計及び各種特別会計決算認定について

令和７年度下記各会計決算を、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３

条第３項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。

記

令和７年度川口市一般会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市介護保険事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市小型自動車競走事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市立看護学校事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口駅西口地下公共駐車場事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口駅東口地下公共駐車場事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口市交通災害共済事業特別会計歳入歳出決算書

令和７年度川口都市計画土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算書

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４７号

令和７年度川口市水道事業会計決算認定について

令和７年度川口市水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４８号

令和７年度川口市下水道事業会計決算認定について

令和７年度川口市下水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２

９２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１４９号

令和７年度川口市病院事業会計決算認定について

令和７年度川口市病院事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第３０条第４項の規定により別添監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子
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議案第１５０号

川口市教育委員会委員の任命同意について

川口市教育委員会委員に次の者を任命するため、地方教育行政の組織及び運営に

関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により同意を求める。

記

石 川 泰 成 ６３歳 川口市在住

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子

経 歴 書

氏 名 石 川 泰 成

年 齢 ６３歳

現 住 所 川口市在住

平成２６年 ４月 埼玉県春日部市立粕壁小学校校長

平成２８年 ４月 埼玉県教育局県立学校部保健体育課主席指導主事

平成３０年 ４月 埼玉大学教育学部准教授

令和 ３年 ４月 埼玉大学教育学部教授

令和 ５年 ４月 埼玉大学教育学部附属特別支援学校校長

令和 ８年 ４月 埼玉大学教育学部附属教育実践総合センター長
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議案第１５１号

人権擁護委員の候補者の推薦について

人権擁護委員の候補者に次の者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法

律第１３９号）第６条第３項の規定により意見を求める。

記

遠 山 栄一郎 ５９歳 川口市在住

令和８年９月１日提出

川口市長 岡 村 ゆ り 子

経 歴 書

氏 名 遠 山 栄一郎

年 齢 ５９歳

現 住 所 川口市在住

平成 ５年 ４月 有限会社万紫美取締役

令和 元年 ７月 川口市スポーツ推進審議会委員

令和 ６年 １月 人権擁護委員
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